チャランケ通信　第34号　2013年10月14日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
　クライマックスシリーズ初戦での広島の勝利、ジャイアンツ相手に勝って楽天・田中将大と広島・前田健太の投げ合いが見たい
プロ野球セリーグのクライマックスシリーズの第一戦で、リーグ3位だった広島カープが2位の阪神タイガースを破ってジャイアンツとの最終戦へ進出を決めた。リーグ戦の終盤の勢いがそのままクライマックスシリーズで現れたようで、2試合とも広島の圧勝となった。これから16日から始まるジャイアンツとの最終戦は、優勝チームに1勝のハンディが付与されるだけに、ジャイアンツ有利とみて良いのだが、広島の勢いがあるだけに何が起こるのか予断を許さない。広島ファンとして何とかジャイアンツを下して、日本シリーズでのパリーグの楽天との対決、とりわけ広島の前田健太と楽天の田中将大との投げ合いをぜひ一度見てみたい気がする。
そのことは、何号か前にこの通信で書いたことなのだが、当時は5%程度の確率でしかありえないと見ていたのだが、今クライマックスシリーズ初戦での勝利もあり、五分五分の確率と言いたいところではあるが、やはりアドバンテージの1勝もあり25%程度と言うところであろうか。16日からではなく、18日からであれば前田健太が初戦から投げられるわけで、うまく進めば2度出場できる可能性が出てくる。残念ながら、16日からであれば、12日に投げているので中3日と言うことで苦しい。とはいえ、広島には野村や大竹と言う投手も10勝以上を挙げる活躍をしており、何とか日本シリーズに出られるよう頑張ってもらいたいものだ。おそらく東京ドームの三塁側と左翼外野席は、赤い色のカープファンで満席になるに違いない。その力強い応援が、何かを動かすのかもしれない。
民主党政権の再分配政策が格差縮小に効果が無いとは
 さて、先日、日本経済新聞の「春秋」と言うコラム欄の全文を取り上げ、高い評価をしたのだが、１２日付の朝刊の社会保障の記事については、問題を指摘せざるを得ない。　　
それは、厚生労働省が11日に発表した2011年の所得再分配調査の結果について報じたもので、再分配前の当初所得のジニ係数は0,5536と、前回の08年調査0,5318を0,0218上回って過去最大の数値を記録し、所得格差拡大が急速に進んでいることを示している。ところが、民主党政権時代の所得再分配の強化によって再分配後のジニ係数は、0,3791と3年前とほとんど変化はしていない。本来何もしなければ、格差拡大が大きくなっている分だけ再分配後も格差は大きくなるのが当たり前で、子ども手当や高校授業料の無償化など所得再分配政策の効果もあり、辛うじて格差は横ばいにとどまっていると見るべきだ。にもかかわらず、わざわざ厚労省はそうした民主党の政策について「今回の結果にほとんど影響していない」とコメントしたと日経紙報道は断定している。厚労省の誰が一体そのようなことを言ったのか、記載されてはいない。子ども手当や高校授業料の無償化等は、明らかに所得再分配の強化を目指して実施したものであり、それをそうでないと言い張る根拠が知りたいものだ。
日本の再分配機能が分厚過ぎる、世界の福祉先進国があきれるぞ
その同じ朝刊で、この記事に関してある証券会社系のエコノミストのコメントが振るっている。曰く、「再分配の機能が部厚すぎないか再点検が必要だ。3割強に及ぶ再分配の仕組みは限界に近い。格差解消に目を奪われた政策は『国がいつでも助けてくれる』と言う誤解も生み、人のやる気をそぐ。現役世代と将来世代の負担と給付のアンバランスな関係を見直さないと、財政問題が経済成長の強力な阻害要因になる」のだそうだ。一次分配による格差がどんどん拡大している中で、再分配がもっと少なくなれば、マクロ経済の側面から見てもますます内需の縮小を招き、日本経済のデフレ体質を深刻なものにしてしまうことは間違いないわけで、こんな不見識なコメントを、わざわざつけるような新聞の見識を疑いたくなってしまう。
若者の格差拡大が続く、国による再分配しか是正できない
現に、ジニ係数の拡大が単なる高齢化だけでなく、若年層の世代間格差が拡大していることを日経紙は次のように指摘しているのだ。曰く「若年層では同世代内の格差が広がった。例えば世帯主が35～39歳のジニ係数は当初所得分で08年の0,2779から、11年には0,3358に急上昇した。」という。つまり、それだけ若者の間に不安定雇用労働者が増え、正規労働者との格差が拡大しているのだ。それを、所得再分配政策で不安定雇用労働者の生活を辛うじて支えているのが現実ではないだろうか。3党合意で、社会保障に対する政策があいまいになりつつあるだけに、マスコミ各紙にはこの点についての確りとした正しい見方が必要になっている。
民主党、三党合意の枠組みへ復帰、でも年金の民主党抜本改革案は放棄すべきでは、実現できなければ嘘つきになりますよ
その社会保障について、民主党が「三党合意」の枠組みから離脱を発表したのが8月初旬であったのだが、報道によれば、国会が始まろうとするこの時期になって再び三党合意の枠組みに立ち戻ることになったようだ。その時の理屈として、年金の抜本改革を提起することを求めているようだが、一体全体、抜本改革と言うことを提起していながら、一向にその具体的な姿を明示できなかったのはどこの政党なのか、しっかりと反省すべきではないのか。年金制度の完全一元化と所得比例年金で最低保障年金を一定の所得以下の層に保証するという仕組みの具体化は、2003年のマニフェスト以来政権を取ったにもかかわらず一向に明らかにされたことが無いまま今日に至っているのだ。そのフィージビリティの無さを考えたとき、むしろそれを取り下げることの方が民主党にとって望ましいのではないだろうか。マニフェストの財源16,8兆円が実現できず、嘘をついたと批判されたことを思い出すべきであり、できもしない年金完全一元化・最低保障年金については、取り下げるべき時に来ていたのではないか。それを再び持ち出すとは、その勇気（!）に恐れ入ってしまう。
安倍総理、法人にお金を持たせても、労働者には滴り落ちては来ないですよ
　さて、珍しいことに総理大臣がBSフジの「プライムニュース」に出演し、靖国神社参拝問題をはじめ、TPPや税制改正問題などについて司会者からの質問に1時間近く答えていた。そのなかで、法人税の引き下げについて、司会者がなぜ法人税を引き下げるのか、と聞いたところ、安倍総理は司会者に対して「あなた方を雇っているのはフジテレビと言う法人でしょ。法人税の引き下げは、賃上げや雇用の拡大につながるのだから反対するのは間違いだ」と言う趣旨の答弁であった。要は、法人=企業というのは、株主と共に最終的には従業員である個人が構成しているのであり、その方たち全体に法人の利益がしたたり落ちることになるのだ、というトリクルダウン効果を主張していたように記憶している。
　法人が利益を増やすと、配当と役員報酬に回るだけ
残念ながら司会者の方たちはそれに対して反論をされなかったのだが、今、その法人が利益を上げても従業員を増やしたり賃金を上げたりせず、配当を増やしたり経営者たちの報酬を上げることに多く使われてきたことを見逃してはならない。これから進められようとしている法人税の引き下げによる企業の利益の増大が、一体どのように使われるのかは過去の数値で明らかなのではなかろうか。前回の通信で示したロンドン大学名誉教授のロナルドドーア氏の作成した表をもう一度しっかりと見て欲しい。株主や経営者層には手厚い分配がなされ、労働者には賃金が切り下げられてきたという冷厳な事実があるのだ。
再び求めたい、法人税引き下げ分の使い道の情報開示を
それを、デフレからの脱却のため、アベノミクスを成功させるために賃金や雇用の拡大に使ってほしいと主張しても、経営者は将来の見通しが見え、設備投資を拡大できるような条件が出てこない限り賃上げには応じてこないのだ。一時的にはボーナスやわずかばかりの賃上げは実現できたとしても、それはまさに一時的に過ぎないのであり、賃上げが永続的に続いていくようにはならないのだ。短期的な視野ではなく、中長期的な視点から見るべき問題である。前々号で注目した法人税引き下げ分による利益の増加分をどのように使ったのか明確にさせる、という甘利大臣の方針を支持したのだが、是が非でもその点の情報開示を強めて欲しいものだ。(この点については10月11日付『週刊金曜日』最新号に「租税特別措置というウラ企業減税」と言う拙稿を参照して欲しい)
法人の交際費を損金算入へ、財務省さん、それはないでしょうね
　さて、その法人について面白い動きが出ている。報道によれば、財務省は大企業が交際費の一部を税法上の費用(損金)らに参入することを認める検討に入ったという。資本金1億円以下の中小企業については既に800万円まで損金算入できることになっているのだが、狙いは、来年4月の消費税引き上げによる消費需要の落ち込みを和らげることとしているようだ。
法人として飲食をするというのは一体誰が飲食をすることになるのだろうか。まさか、法人と言う人物がいて飲食するのではなかろう。かつて法人だけが使えるゴルフ会員権やスポーツクラブの会員権などがあったのだが、法人と言う形で使えるのは、一握りの経営者層ではなかったか。豪華な社宅と共にフリンジベネフィットとして大きな問題になり、合法的な税逃れになるのでは、と言うことも指摘されてきた。法人の交際費を非課税にすることは、法人優遇と言う点で個人から見てとても認められることにはならないのではないか。こういう実態が拡大すればするほど、法人税の引き下げに対する感情的な反発が増えていくことになるのではなかろうか。課税当局の見識が問われよう。
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